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1. 問題と目的

　近年，青年期である大学生の抱える問題として，モラ

トリアムの延長や就職不安等様々な問題が挙げられる。

　全国大学生活協同組合連合会の学生生活実態調査 (1)に

よると，就職を希望する大学生のうち，就職について不

安を感じている学生は，2007年の調査では71.3％，2008

年の調査では76.0％と，増加している。この時期に生じ

た金融危機の影響が就職不安を感じる学生の増加に拍車

をかけたことは明らかだが，それだけが原因とは考えら

れない。

　大学生の職業決定に関する研究は，Bandura(2)によって

提唱された自分一人の力である行動がうまくできるかど

うかの自信を反映する自己効力感との関連が提唱されて

いる。なかでも，進路選択の自己効力感(3)が高いほど困

難に対する抵抗力を持っていると考えられており，就職

選択過程でこの自己効力感の強い者は，就職活動に対し

積極的であるが，逆に低い者は就職活動を避ける可能性

が高いことが，報告されている(4)。進路選択の自己効力

感の低さは，職業的アイデンティティ形成の困難さ(5)，

進路決定の困難さ(6)とも関連することが報告されてい

る。また，不安の高さ(7)(8)，個人的・職業的アイデンテ

ィティ形成の困難さや自己否定(9)は，進路決定の困難さ

と関連することが報告されている(10)。さらに，不安の高

さは，自己効力感の低さと関連し，進路決定の困難さを

予測しうることが報告されている(11)。不安は，進路決定

のための自己効力感を阻害すると推測される。

　鑪ら (12)は，人は自分が何者であるかという自己定義

を行う際に，自分が何をしているのか，つまり職業が何

であるかという問題を避けて通ることができないもので

あり，職業的適合感がアイデンティティ感覚の形成過程

に重要な役割を果たすと述べている。就職がアイデンテ

ィティの感覚の形成に関連するのであれば，就職先に対

して，不安・自己否定を感じることは，アイデンティテ

ィの感覚の形成にも負の影響を与えるのではないかと推

測される。

　そこで，就職にまつわる不安の具体的内容を理解す

るために，インターネットの検索サイトGoogle(13)を用い

て，「就職不安」，「先が見えない」で検索をかけてみた

（2009年12月）。その結果，10万件を遥かに超える件数

がヒットし，比較的将来への見通しが立たないことによ

る不安に関する内容が多いと考えられた。また，現代の

若者の就労をめぐって書かれた書籍から (14)(15)，この課題

が社会全体で解決する必要がある重要な課題であると考

えられた。

　就職不安は，アイデンティティの問題だけでなく，新

卒無業につながるとも考えられる (16)。文部科学省 (17)の
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「学校基本調査」によると，2003年度の大学卒業者の就

職率は55.0％と報告されており，大学を出ても，ふたり

にひとりは就職をしていない。1991年には大卒者の就職

率は81.3％と報告されており，10年あまりの間に30％近

くも低下している。これに関して香山 (18)は，「雇用の悪

化だけが新卒無業の問題ではない，若者自身のなかにあ

る不安が就職することや就職活動から遠ざけている。」

と，述べている。

　これらのことから，若者の就職不振の原因として，雇

用の悪化だけが原因ではなく，就職不安も，新卒無業に

つながっている可能性が示唆される。

　また，新卒無業を含む様々な就職の問題に対して，文

部科学省児童生徒課は，2004年に「キャリア教育の推進

に関する総合的調査研究協力者会議報告書～児童生徒一

人一人の勤労観，職業観を育てるために～」を公表した
(19)。キャリア教育とは，「児童生徒一人一人のキャリア

発達を支援し，それぞれにふさわしいキャリアを形成し

ていくために必要な意欲・態度や能力を育てる教育」と

定義されている (20)。キャリア理論の一つであるGinzberg

の発達理論 (21)では，職業選択の発達的特徴を，職業選

択は「生涯」を通して行われる，職業選択の過程は後戻

りも可能であるが時間や経費等の損失を受ける，職業の

選択・決定は個人的要因と現実的要因との最適化の過程

である，という 3 つに要約している。このようなことか

ら，キャリア教育は児童生徒だけでなく，青年または年

齢に限ることなく必要であると考えられる。

　職業決定に関する介入効果を検討したメタ分析研究 (22)

(23)から，個別のキャリア・カウンセリングの方が個別の

アセスメントと解釈のみを行うよりも，建設的な変化が

示された。また，コンピュータやカウンセラー不在の介

入より，個別でもグループでもカウンセラーとともに行

う介入の方が建設的な変化が示された。さらに，アセス

メントだけを行う群よりも，社会認知理論を基盤とした

進路選択の自己効力感や進路に関する信念に焦点をあて

たフィードバックセッションを行った群の方が，介入後

それらの要因に建設的な変化が示された (24)。また，従来

から行われて来た職業適応に関してだけではなくパーソ

ナリティに関するアセスメントとフィードバックを行う

方が，進路決定に建設的な変化が示された(25)。

　さらに，文献レビュー研究(26)から，問題解決技法と不

安のマネージメント，職業に関する情報，自己認識とい

った異なるタイプの資源を活用することが介入方法とし

て有効であることが示された。就職不安に焦点をあてた

介入は多く見られないが，不安のマネージメントと問題

解決法の両方を取り入れた介入群は，いずれか一方また

はプラセボ介入群よりも，職業決定過程や問題解決に建

設的な変化が示されたとの報告が見られた (27)。

　就職不安に関する研究では，特性不安，状態不安，

対人関係・日常生活・新しい場面といった特定の状況

に対する不安，陰性感情としての不安のいずれも，職

業決定や職業選択に関する困難さとの関連が示された(7)

(8)(11)(28)。特に，自己や進路についての情報の欠如，自己

と進路の適正・適合感の曖昧さ等との関係が示されてい

る(28)。最適な職業選択を促進する現実的要因の情報提供

は，就職不安の低減を含めた職業選択に建設的な変化に

つながるのではないかと考えられる。

　そこで，新卒無業にも発展しうる就職不安を抱える大

学生に対して，学生の感じる不安が実際に存在している

就職場面を具体的にイメージできるようなサポートを介

して，就職，不安と向き合い，不安の中には対処できる

ものがあることを知ることで，個人的要因と現実的要因

の最適化を促進する。それによって，自分の存在や将来

進むべき方向についての見通しを考えることで，職業選

択が促進され，就職不安の低減，アイデンティティの確

立に建設的な影響を与えるのではないかと考えられる。

しかし，このような先が見えない学生の曖昧な不安を具

体化するようなサポートは先行研究において見られな

い。そのため，先の見通しを立てることに役立つような

具体的なツールの作成が必要と考えられる。

　上記のようなことは，教育学部内においても言えるの

ではないだろうか。白尾・今林・川畑 (29)による教員養成

学部生の全学年を対象とした検討の結果，教員養成学部

生の進路選択に対する自己効力感の特徴として，情報収

集が未発達，必要な局面でも進路選択行動が十分高まら

ない，教職志望度よりも教職適性に強い影響を受ける，

といったことが示された。また，少数ではあるが，教職

志望度は高いが教職適性が低く，自己理解・自己評価の

信念や自信を喪失している学生の存在が明らかになっ

た。つまり，教員養成学部生は，満足な情報収集が全学

年においてできておらず，教職志望度の高い学生であっ

ても，個人的要因と現実的要因との最適化の過程ができ

ていない場合は，自分の適性のなさに悩み，苦しんでお

り，自信を喪失していることが推測された。

　また，教職の諸属性への気がかり評定に関する検討を

行った若松・古川(30)の研究によれば，入学時に教職を志

望していた学生で第 4 学年の 6 月時に一貫して教職を志

望していた学生よりも，教職志望を転向した学生の方

が，「生徒との人間関係について」，「同僚教師との関係

について」，「組合のことについて」，「自分を生かせる仕

事かどうかについて」において，気がかり度が有意に高

かった。これらのことから，入学時に教職を志望する大

学生の中で教職志望を転向した学生は，生徒や同僚教師

との関係や自分を生かせるのかに気がかりを感じている

が，教職志望者全般に進路選択で必要となる情報収集が

できていないという問題点があり，個人的要因と現実的

要因の最適化が満足にできていないと推測された。
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　そこで，教職志望大学生を対象に，就職不安を予防す

るために情報提供を行いたいが，どのように情報を提供

するかについて検討する必要がある。就職不安に対する

予防教育研究として，石川・田中・熊谷・管野・初谷・

竹内・平田・篠原・石隈  (31)の「心理学入門」の授業を

希望受講した高校生を対象とした45分の授業を，午前・

午後で 3 コマずつ行った報告がある。しかし本研究では，

教職志望大学生を対象にした予備的研究として石川ら(31)

の高校生を対象に行ったような大規模な計画を実施する

には，場所・時間を確保する点で困難であり，それらの

困難さを踏まえて，個人的要因と現実的要因の最適化を

促せる情報提供の方法を提案する必要があると考えられ

た。

　以上の先行研究から，教職志望大学生に就職不安に関

する情報提供を行うことによって，就職不安の低減，自

我発達上の危機状態，自己効力感に建設的な変化をもた

らすのではないかと仮説を立てた。そして，対象者を大

学生にした際に，場所・時間の面で可能な設定で，就職

不安に関連する情報提供を行う方法として，本研究では

サポートツールを用いることにした。

　しかし，これまでの就職不安に関する研究では，多面

的な不安に関連が示されているが，介入研究において

直接就職不安の低減が示されたとの報告は見られない (27)

(31)。このような点を考慮し，サポートツールによる短期

間の介入研究における不安に関する評価については，就

職不安に限定したものではなく，対象者のおかれた条件

により短時間で変化する気分や感情として不安の変化を

捉えることとした。

　以上を踏まえ本研究の目的は，教職を志望している大

学生を対象に就職不安に関する情報を提供するサポート

ツールの作成を行い，それを用いた介入によって，教職

志望大学生の自我発達上の危機状態，気分状態，社会性

に関する自己効力感に効果があるか評価を行うことであ

る。

２．予備研究１

第１節 目的

　教職志望大学生が，現在教職に就くことに対してどの

ような不安を抱いているのかを明らかにするために，教

職を志望する大学生を対象に，現在どのような不安を持

っているのか，検討する。また，予備研究 2 として行う，

現職教職員から情報を収集する際の基礎資料とする。

第２節 方法

1．対象者

　 A 大学教育学部 3 回生のうち，教職を志望する大学

生28名（男性12名，女性16名）。

 2．調査時期

　2009年 6 月～ 2009年 7 月。

 3．調査手続き

　就職不安に関する質問項目で構成された自由記述式ア

ンケートを作成し，対象者に個別に手渡し，その場で記

入させ回収，または，後日回収を行った。このような手

続きをとった理由として，自由記述式の質問紙であり，

大規模で行った時に自由記述の内容が表面的なものにな

ってしまう恐れがあるため，少人数の対象者に手渡しで

質問紙を配布し，個別に記入させる手続きをとった。

　調査の説明については，紙面にて行った。また，プラ

イバシーの保護については，得られたデータは研究以外

には使用しないこと，個人が特定できないようにするこ

とを紙面で説明し，同意を得た。

　教職志望大学生に限定した就職不安に対するデータの

みを収集するために，自由記述式アンケートの質問にお

いて，教職を志望しているかどうかを尋ね，教職志望で

ない学生のデータが混入しないようにした。

 4．質問内容

　自由記述式の質問項目を作成にあたっては，より幅広

く就職不安について回答を得るために，先行研究を参考

に，教職員との関係，授業，保護者との関係，私生活，

それ以外の事に対する不安ついて尋ねた。

　プロフィール（性別，学年，教職を志望しているか）

に関しては，選択式の質問項目を設けた。就職不安に関

する質問（教職員との関係，授業，保護者との関係，私

生活，上記以外のこと）については，自由記述式の質問

項目を設けた。

 5．分析方法

　質問の内容ごとに，頻度の多い回答内容や類似してい

る内容に着目し，回答を分類した。そして，予備研究 2

の対象者である現職教職員から助言が得られる可能性や

重要性に配慮しながらまとめを行った。

　分析にあたっては，内容分類の妥当性を高めるため

に，教育心理学を専攻する大学生 5 名と大学教員 1 名で

検討を行った。カテゴリーの分類分けにおいては，主観

で歪められないよう，全員の意見が一致するまで話し合

いを行った。 

第３節 結果

　調査によって，各質問に対する回答をいくつかのカテ

ゴリーに分けることができた。以下に，各質問内容に対

する主な回答を示す。（　）の数値は，発言数を示す。

 1．「教職員との関係」における不安

　 「教職員との関係」では，「協力し合える良い関係を

築けるか」（13），「アドバイスをもらえるか」（9），「上

司との付き合い」（7），という内容が多かった。

 2．「授業」における不安

      「授業」に関しては，「生徒が授業を聞いてくれるか」

（11），「計画通りに授業を行うことができるか」（9），

「魅力ある授業ができるか」（4）という結果であった。



― 58 ―

 3．「保護者との関係」における不安

     「保護者との関係」では，「モンスターペアレント」

（18），「保護者に不満をもたれないか」（6），「家庭と学

校との連携」（5）という意見が多かった。

4．「私生活」における不安

　  「私生活」に関しては，「自分だけの時間がとれるか」

（17）という回答がかなり多く，他に「児童の手本にな

らなければならない」（9），「健康管理」（5），「仕事一色

にならないか」（3）が挙げられた。

5．「上記以外のこと」における不安

　その他，「給料」（2），「理想と現実とのギャップ」（1）

に関する不安も挙げられた。

第４節 考察

　教職志望大学生を対象に自由記述式アンケートを行っ

た結果，性別に関係なく，「自分だけの時間がとれるか」

「生徒が授業を聞いてくれるか」，「協力し合える良い

関係を築けるか」等，各項目で似通った不安が挙げられ

た。また，学生が感じる不安のほとんどが対人関係にお

けるものであった。

　上記のことを踏まえて教職志望大学生への就職不安低

減のためのサポートツールを作成することにした。ただ

し，「モンスターペアレント」と「児童・生徒が授業を

聞いてくれるか」の回答が多く得られたが，以下の理由

により，今回作成するサポートツールの内容からは除外

した。「モンスターペアレント」の定義は，現在のとこ

ろあまりにも幅広く，モンスターペアレントと感じるか

どうかは教員の主観に寄るとも考えられ，除外した。「児

童・生徒が授業を聞いてくれるか」については，教育実

習を通して教師効力が高まることが明らかにされている

ため (29)(32)，本調査を教育実習前の 3 回生を対象に含めて

行ったことから，授業に対する自信は今後，教育実習と

いう経験の中で育まれていく可能性もあると考え，今回

のサポートツールでは，このような授業に対する能力に

は触れないことにした。

　また本調査では，教育実習前の教職志望大学生を含め

て行っていることもあり，進路選択が求められる時期で

はないため，自由記述式アンケートが不十分になってし

まうことが危惧された。そこで，一人ひとり調査の説明

を行い，手渡しでアンケートを渡し，調査したため，対

象者が少なくなってしまい，教職を志望する大学生の不

安を精度高くとらえているとは言えない。しかし，調査

対象者が時間をかけて自由記述式アンケートに答えた結

果，いくつかのカテゴリーにまとめることができた。

　教職志望大学生が感じている就職不安の樹形図を，図 

1 に示す。予備研究1で得られた不安場面の大きなカテ

ゴリーは「教職員との人間関係」，「授業」，「私生活」の 

3 つであり，また「教職員との人間関係」というカテゴ

リーは，大きく「アドバイスがもらえるか」，「教員と仲

良くなれるか」の 2 つに分かれ，「アドバイスがもらえ

るか」というカテゴリーは，アドバイスの内容の違いか

ら「授業の相談」，「生徒指導の相談」，「保護者面談の相

談」と大きく分けることができた。「私生活」における

不安の主な内容は「余暇の時間」だった。

　本調査において，多くの人が不安場面として挙げた図 

1 の灰色に塗りつぶして示した枠内の要因（教員との人

間関係，余暇の時間，アドバイスがもらえるか，保護者

面談の相談）に焦点をあて，これらの不安場面に対する

助言や経験談等を探索的に収集するため，予備研究 2 に

おいて現職教職員に半構造化面接を行うことにした。

 ３．予備研究２

第１節 目的

　予備研究 1 によって具体化された教職志望大学生の就

職不安を低減できるような情報を得るために，現職教職

員に対して半構造化面接を行い，教職志望大学生の挙げ

た不安場面を現職教職員がいかに対処してきたかを探索

する。面接から得られた結果をまとめ，サポートツール

を作成する。

第２節 方法

1．対象者

　学生との年齢差が近いこと，より初期の不安の想起と

対処について理解することをねらいとして，いわゆる新

人と呼ばれる教諭 1 年目～ 5 年目，または講師10名を対

象にした。対象者数が10名と比較的少ない理由として，

多忙である教員に時間を割いてもらう事の困難さ，面接

場所の確保の困難さの上，それでもインタビューに協力

しても良いと言われる対象者を集めることが困難であっ

たためである。対象者の教諭経験年数，性別，学校種を

表１に示す。対象者の学校種が様々であり，限定的にな

っているが，インタビューの回答において，学校種によ

って異なる専門性と関連する回答は得られなかったため

に，大きいカテゴリーとして「現職教職員」として，こ

こでは捉える。

2．調査期間

　2009年 7 月～ 2009年 8 月。

3．調査の手続き

　調査協力者を，学校関係者に依頼し集めた。調査協力

図１  教職志望大学生が感じている就職不安の樹形図
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者には，事前に調査の説明の用紙を渡し，質問内容を伝

えた。また，面接当日，調査の内容とテープに録音をす

ること，プライバシーおよび個人情報の保護について説

明し，調査の同意を得た。面接は半構造化面接で行い，

現職教職員から多くの情報を引き出すよう試みた。

4．データ収集の方法

(1)　面接方法

　対面法，半構造化面接。

(2)　面接場所

　対象者が所属している学校，大学の空き部屋，静か

なカフェで行った。

(3)　面接時間

　30分～ 1時間30分

(4)　面接での質問内容

　設定した質問項目は次の通りである。

1) あなたは教職について何年目ですか？

2) 教職に就いてから，余暇の時間はどのくらいです

か？例えば，1週間でどのくらいですか？

3) 余暇の時間を作るために，どのような工夫や心がけ

をしていますか？

4) はじめて児童（生徒）の保護者に会ったとき，どう

でしたか？

5) 保護者と面談する際に，どのようなことに気をつけ

ていますか？

6) 他の教職員と仲良くなる際に，どのようなことが効

果的だと思いますか？仲良くなるコツを教えてくだ

さい。

7) 他の教職員と連携して，どのような仕事をどの程度

行いますか？（主な内容を）具体的に教えてくださ

い。

8) どのような時に，他の教職員に仕事を依頼します

か？依頼する際，どのようなことに気をつけていま

すか？

9) 教職員をやっていて良かったと思うのは，どのよう

な時ですか？

10) 教職員をやっていてつらかったと思うときは，どの

ような時ですか？

　その他，質問から派生した事柄についても話を伺った。

5．分析方法

(1)　インタビューを行った後，インタビュー内容を

各質問内容別にまとめる。

(2)　質問内容ごと，インタビュイーの回答による共

通点を抽出する。

(3)　各質問に対する共通の回答を簡潔にする。分析

にあたっては，内容分類の妥当性を高めるために，

教育心理学を専攻する大学生 5 名と大学教員 1 名で

検討を行った。

(4)　(3)をもとに，サポートツールを作成する。

(5)　作成したサポートツールを教育心理学専攻の大

学生5名と大学教員 1 名に提示し，理解度・難易度・

見やすさに関する検討を行う。インタビュー内容が

主観によって歪められないよう，全員の意見が一致

するまで話し合いを行う。

(6)　サポートツールを加筆・修正する。

(7)　(5)と(6)を繰り返し，サポートツールを完成させる。

第３節　結果

1．各質問への回答

　各質問に対して見られた共通回答について，まとめた。

(1)　教職に就いてからの余暇時間

　　余暇の時間は，全員が「なくなった」と回答した。

また，学生時代と比べて，平日の余暇が激減したと回

答し，何人かは学生生活と比べ健康的な生活に変わっ

たと回答した。

(2)「余暇の時間」を作るための工夫や心がけ

　　回答が得られた内容は，様々で，類似の回答はほと

んど見当たらなかった。以下に教員の回答を示す。

・学校で仕事をすべて終わらせて，家には絶対仕事を持

ち込まない。仕事と余暇をハッキリ分けるようメリハ

リつけて，家では仕事のことを忘れるようにしている。

・平日の仕事を少なくして，ためておいた仕事を休日に

することにより，平日の負担を軽くし，余暇を作る。

・旅行やライブが好きなため，先にそれらの予定を入れ

ておき，それに合わせて仕事を終わらせるように計画

し，余暇を楽しむ。

・余暇を作るというよりも，余暇を削って生徒のための

時間を作っている。

・そのようなものはない。

(3)はじめて児童（生徒）の保護者に会ったときの感想 

　　ほとんどの教員は，「はじめは緊張したが，保護者

に会ったら緊張がほぐれた」との回答であった。緊張

を助長する保護者は多くない可能性がある。

(4)保護者と面談する際の配慮点

　　「何を報告すべきかを考え，リスト化しておく」と

いった事前準備を挙げる教員が多かった。また，ある

表1　対象者
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教員は面談において「してはいけないこと」を意識す

るようにしているとのことだ。「してはいけないこと」

とは，以下のようなことである。

・語尾に「だと思います」，「だったかな」のような曖昧

な言葉を使わないようにする。

・わからないことに対して無理して答えようとせずに，

わからないことは「わからない」とはっきり伝える。

　　また，「保護者との面接前に先輩の教員に相談し，

アドバイスをもらう」という回答が多く得られた。

(5)他の教職員と仲良くなるコツ

　　大きく 2 つの回答が得られた。 1 つ目の回答として，

「全体の会話に入ること」である。職員室では，1 対 

1 の会話はあるが，数人でちょっとした会話をするこ

とが多い。そのような数人でちょっとした会話をして

いるときに勇気を出して入っていくことが他の教員と

仲良くなるステップになると思われる。ある教員は，

数人で行う会話に入るときのポイントとして「よく話

をする，よく話を聞く，よく笑う」ということを挙げ

た。これらは，特に勤務年数3年未満の教諭において

得られた回答であった。

　　 2 つ目の回答として，「自分を素直に出すこと」で

ある。自分らしさをしっかり出していくことが結局，

対人関係において楽な関係を築くことができるとのア

ドバイスを得た。勤務年数3年以上の教諭が後者の回

答をする傾向が見られた。

(6)他の教職員と連携して行う仕事内容

　　運動会の仕事，生徒指導，学年で授業の足並みを合

わせるとき，といった内容であった。

(7)他の教職員へ仕事を依頼する際の配慮点

　　大きく 2 つの回答に分かれた。1 つ目として，「丸

投げはダメ」。つまり，自分の具体的な考えを持った

うえで，アドバイスをもらいにいくように心がけるこ

ととの回答。一緒に考えてくださいという姿勢が大切

だとのこと。ただし，時には丸投げをしてしまうとい

う回答が少なくなかった。

　　 2 つ目として，タイミングを見計らうことという回

答。「教員が忙しくされているときにアドバイスを頂

けませんかと相談しても，相手の邪魔にもなるし，忙

しい中では適切なアドバイスもいただけないかもしれ

ない」とのことだった。

(8)教職員をやっていて良かったと思う時

　　 「子供の成長が伺えたとき」，「反発していた子が，

ちゃんとした態度で人と接することができるようにな

ったとき」，「物事を前向きにとらえることができなか

った子が，前向きにとらえることができるようになっ

たとき」，「子どもと話しているとき」，「子どもに頼ら

れているとき」，「子どもに良い評価がされたとき」，

「子どもが苦手な科目を解けるようになったとき」

等，児童・生徒に成長が見られたと感じた時であった。

　　また，「保護者の方に生徒の成績が上がったと感謝

されたとき」，「部活動で活躍できたことを感謝された

とき」等，生徒や保護者から感謝の意を表された時で

あった。

(9)教職員をやっていてつらかったと思う時

　    「生徒になかなか自分の思いが伝わらないとき」，

「他の教員になかなか自分の思いが伝わらないと

き」，「授業がうまく行かなかったとき」，「指導法の効

果があがらないとき」，「子ども自身の願いを叶えてや

れなかったとき」等，伝えたいことが伝わらなかった

り，授業がうまくいかなかったりしたときであった。

2．サポートツールの作成

　　予備研究 1 および 2 の結果を参考に，A5サイズ，7

枚（ 1 枚 2 ページ）から成る小冊子を，サポートツー

ルとして作成した（表 2 ）。作成する際，以下のこと

に留意した。

・サポートツールのねらいがわかるように，図 1 の樹形

図を使用した。また，教職志望者に一般的に起こりえ

る就職不安を理解してもらうために，予備研究 1 で行

った調査結果を視覚的に見やすいようにまとめ，サポ

ートツールの一番初めのページに掲載した。

・読みやすくするために，挿絵を用いた。

・ページ数が多くならないよう，簡潔にまとめた。

・呼称を統一した（例：教師，先生，教員，教諭　教員

etc）。

・予備研究 2 の結果を使用するにあたっては，できるだ

け共通回答を示すようにし，具体例を示す場合には，

プライバシーに十分配慮した。

第４節　考察

　予備研究 1 で行った自由記述式アンケートで，教職志

望大学生が不安だと感じることの基盤として「対人関

係」が挙げられたが，現職教職員に対してのインタビュ

ーにおいて，アドバイスの基盤としても「対人関係」

が挙げられた。そのため，サポートツールを構成する際

に，対人関係におけるアドバイスを中心に紹介すること

にした。

　また，今回のインタビューに協力して頂いた教員から

挙げられたアドバイスを見ると，多くの教員から同じ回

答が得られたものと，教員によって異なってくるもの

と，大きく 2 つに分けられた。つまり，学生が感じる不

安場面に対する回答として，インタビューによって得ら

れたアドバイスをそのまま利用できるものと，学生が自

分なりに不安場面に対する向き合い方を考えなければな

らない場面があるということが明らかになった。サポー

トツールでは，「共通解」と「個人解」がわかるよう区

分して提示し，学生が個人解を照らし合わせ，自分に合

う回答が得られるよう工夫した。



― 61 ―

表2 教員を目指す学生向けパンフレット「不安を感じるあなたへ」の概要
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　さらに，より具体的に将来像をつかめることをねらい

として，教員になって良かったこと・つらかったことの

提示を，サポートツールに加えた。教職志望生に対し

て，現職教職員より回答を得た「教員になって良かった

こと」のみを提示するのと，それに付け加えて「教員に

なってつらかったこと」も提示すべきかを，教育心理学

を専攻する大学生 5 名と大学教員 1 名で検討を行った。

その結果，「教員になってつらかったこと」も提示する

ことで，現職教職員が実際に経験した「つらい」ことに

ふれることにより，学生が教員に対する親近感を感じる

ことができるとの声を得られ，「教員になって良かった

こと」，「教員になってつらかったこと」の両方を提示す

ることにした。

４．研究

第１節　目的

　予備研究 1 および 2 によって得られた結果を基盤に作

成したサポートツールを用いた介入によって，教職志望

大学生の自我発達上の危機状態，気分状態，社会性に関

する自己効力感が，どのように変化するのかを検討する。

　また，教育現場を実際に 4 週間体験する教育実習前に

介入を行う場合と，教育実習後に介入を行う場合とで

は，違いがあるかどうかについても検討する。

　さらに今回実施する介入の方法についても，質的研究

を行うこととした。

第２節　方法

1．手続き

　介入の実施は，A大学教育学部の 3 回生のうち，教職

を志望する学生を対象に行った。まず，本研究の理解と

協力を得るために，本研究の目的・方法，プライバシー

の保護について，筆者が口頭で説明を行い，同意を得た。

調査実施方法についても，筆者が説明を行い，同意を得

た。追跡調査を行うために，対象者の学籍番号を記名し

てもらうこととした。

2．研究デザイン

　 4 週間の教育実習(必修)の影響を考慮し，介入は教育

実習前(以下，実習前と略記)と教育実習後(以下，実習後

と略記)の 2 期に分けて行った。そして，実習前，実習

後の何れの時期においても，介入群と統制群を設けた。

研究計画を図 2 に示した（1回目調査はT1，2 回目調査

はT2，実習前調査はa，実習後調査はbとし，実習前 1 回

目調査はT1a，実習前 2 回目調査はT2a，実習後 1 回目調

査はT1b，実習後 2 回目調査はT2b，介入実施はTxと示

す）。

　T1とT2の間隔は，質問紙調査の記憶の影響を考慮し， 

2 週間程度とした。

　気分の評価を行うには，ある程度の期間が必要と考え

られたため，過去 1 週間の状態を尋ねた。このようなデ

ザインのために，介入群のT2には，介入段階での気分

状態も一部含まれている。

　なお，統制群についても，倫理的配慮として，2 回目

の調査を実施した後に，介入で使用したサポートツール

を配布した。

　分析は以下に示したように，[1] 実習前・実習後に関

わらず，介入群と統制群のT1abとT2abの自我発達上の危

機状態・気分状態・社会性に関する自己効力感といった

心理的要因に差があるかどうかの比較検討， [2] 実習前

に実施した介入群と統制群のT1aとT2aの心理的要因の

比較検討，[3] 実習後に実施した介入群と統制群のT1bと

T2bの心理的要因の比較検討という 3 つのデザインによ

って行うこととした。

　[1] 実習前・実習後の介入群：T1ab  Tx   T2ab

 実習前・実習後の統制群：T1ab         T2ab

　[2] 実習前の介入群：T1a   Tx   T2a

 実習前の統制群：T1a          T2a

　[3] 実習後の介入群：T1b   Tx   T2b

 実習後の統制群：T1b          T2b

3．調査時期

　2009年10月～ 2009年12月の間に実施した。

4．対象者

　 A大学 3 回生のうち，教職を志望する大学生40名であ

る。そのうち，2 回の調査の調査内容項目全てに回答し

た36名を分析対象とした。内訳は，実習前に行った介入

群13名（男性1名；女性12名），統制群8名（男性2名；女

性6名），実習後に行った介入群9名（男性2名；女性7名），

統制群6名（男性3名；女性3名）である。 

5．介入

　介入は，予備研究 1・2 の結果を基盤に作成したサポ

ートツール（表 2 ）を用いて行った。

　介入は，少人数のグループ（ 5 人以下），または個別

で，筆者によって行われた。介入群には，サポートツー

ルの内容について熟読してもらうことをねらいとして，

サポートツールの読み聞かせを行った。介入時間は，お

よそ20分であった。

6．評価

　評価は，介入群においては，それぞれの介入を行う 2 

週間前，介入後に実施した。統制群については，それぞ

れの介入群の調査期間と間隔をできるだけ合わせて行っ

た。各群の2回の調査は，A 大学の講義室または休憩室

で，筆者が日時場所を指定して行った。

図２　研究計画
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　調査票は記入式のため，記入漏れのないよう，記入し

終えた学生に記入漏れがないか声をかけた。

　調査内容は，以下のとおりである。

1）POMS短縮版

　日本語版POMS短縮版(33)は，65項目から成る日本版

POMSに対応する尺度と相関が高く，同様の測定結果を

提供可能な30項目からなる標準化された気分を評価する

尺度である。原版によって，因子的妥当性，精神科医に

よる感情状態の評価との一致度から，基準関連妥当性を

有することが報告されている(34)。「緊張－不安」「抑うつ

－落込み」「怒り－敵意」「活気」「疲労」「混乱」の 6 つ

の尺度に分類され，各項目が表わす気分になることが，

過去 1 週間でどの程度かを尋ねる。回答は，「全くなか

った」～「非常に多くあった」の 5 段階評定でされる。

各尺度を構成する項目を単純加算したものが，その尺度

得点になり，得点が高いほど，その傾向が強いことを示

す。20歳代を対象に実施した場合の各下位尺度の信頼性

係数は，「混乱」がα=.62 ～ .63とやや低いが，その他の

下位尺度はα=.82 ～ .88と十分である (33)。本尺度は，心

理的介入の早期や急性の気分や感情状態の変化を見出し

測定することが可能であることが報告されている(35)。

2）青年期の自我発達上の危機状態尺度

　長尾(36)によって開発された臨床心理学的観点と発達心

理学的観点の 2 つの観点から成る尺度である。本研究で

は，青年期前期から後期にかけての自我発達上の課題達

成（自我同一性の確立の課題に関する決断，親からの心

理的自立など）の困難さを尋ねる発達的危機内容に相当

する部分を用いた。この尺度では，中学生～大学生を対

象にした因子分析によって，7 因子が抽出されている。

7 つの下位因子は，「決断力欠如」，「同一性拡散」，「自

己収縮」，「自己開示対象の欠如」，「実行力欠如」，「親と

のアンビバレント感情」，「親からの独立と依存のアンビ

バレント」である。各項目に対して，「全くそうでない

＝1」～「全くその通りである＝5」と，5 件法で評定を

行う。各下位尺度のα係数は.51~.79の範囲，2 カ月間隔

をおいた再検査では，r＝.67以上で，十分な信頼性が保

たれている。また，妥当性の検討として，この尺度が，

危機状態と不安の関連が指摘されていることに依拠し

て，顕在性不安尺度との関連を検討し，相関係数r＝.57

と報告されている(36)(37)

 3）社会性に関する自己効力感

　社会性を維持する能力を持っている自信や様々な対人

関係の問題や葛藤を解決できる自信などを測定するため

に作成された尺度である (38)。14項目から構成され，各

内容について，「どの程度社会性に関する行動を行うこ

とができるか」を尋ねる。回答方法は，「自信がない= 1 」

～「自信がある= 5」の 5 段階評定で行う。この尺度は，

「対人関係に関する自己効力感（ 6 項目）」，「困難に打

ち勝つ自己効力感( 3 項目)」，「自己コントロールに関す

る自己効力感( 3 項目)」，「問題解決に関する自己効力感

( 2 項目)」の 4 因子に分類される。青少年を対象にした

信頼性・妥当性分析において，グループ因子モデルの

確認的因子分析を行った結果，4 因子モデルの適合度指

標はGFI = .949，AGFI = .925，RMSEA = .069で，良好な

構成概念モデルの適合性が示されている (38)。下位尺度

の信頼性係数は，「対人関係に関する自己効力感」では

α=.66 ～ .74，「困難に打ち勝つ自己効力感」ではα=.74

～ .76，「自己コントロールに関する自己効力感」ではα

=.51 ～ .64，「問題解決に関する自己効力感」ではα=.67

～ .76と，概ね適度である (38)(39)。

4）事後アンケート

　サポートツールの理解度・難易度・役立つ程度につい

て評価を行うものである。5 件法で，各質問項目に対し

て，「そう思わない＝ 1 」～「そう思う＝ 5 」の 5 段階

評定を行う。また，サポートツールの質的評価を行うた

め，サポートツールについての感想を記述してもらった。

7．分析

(1) 尺度の信頼性に関する検討

　質問紙調査の 3 つの項目群は，いずれも既存の尺度で

あるため，各尺度を構成している項目群の分類は，先行

研究に準じた。そして，信頼性を有する尺度かどうかを

検討するために，α係数を算出した。なお，信頼性に問

題が見られた場合には，項目群の選定について検討を行

った。

(2) 背景要因の分析

　教員志望に与える影響が大きいと報告されている (30)

「家族における教員の有無」別に比較を行った．家族に

学校で仕事をしている人(学校関係家族)の有無が心理的

要因に関連しているかを検討するために，独立したサン

プルのｔ検定を行い，T1における学校関係家族の有無

の各尺度得点の平均得点の比較を行った。

(3) ベースライン分析

　介入群と統制群のベースライン比較のために，二元配

置の分散分析を行い，T1abにおける介入群・統制群と実

習前実施・実習後実施の各尺度の平均得点の比較を行っ

た。

(4) 介入群・統制群の変化に関する評価分析

　介入群のサポートツールによる介入前後と，その間介

入を行わない統制群のT1ab・T2abを比較するために，ト

ライアル2水準（被験者内：T1ab, T2ab）と群要因 2 水準

（被験者間：介入群，統制群）を独立変数とし，2 要因

の分散分析を，対象者全体で行った。 

(5) 実習前，実習後に実施した其々のグループにおける

介入群・統制群の変化に関する評価分析

　介入群のサポートツールによる介入前後と，その間

介入を行わない統制群のT1a・T2a またはT1b・T2bを比
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較するために，トライアル 2 水準（被験者内：T1a・T2a 

またはT1b・T2b）と群要因 2 水準（被験者間：介入群，

統制群）を独立変数とし，2 要因の分散分析を，教育実

習前に調査を行った介入群・統制群，教育実習後に調査

を行った介入群・統制群について，其々行った。

　なお，統計的有意水準は，5 ％とした。また，評価

分析において，交互作用が有意であった場合には，

Bonferroni法による単純主効果の検定および多重比較を

行った。

(6) サポートツールの評価分析

　サポートツールの評価については，数量的データは，

質問ごとに，評価の分布について人数と割合を算出し

た。感想については，KJ法  (40)(41)で分類を行った。KJ法

を行う際，教育心理学を専攻する大学生 5 名と大学教員 

1 名で検討を行った。

第３節　結果

　各尺度の項目数・得点範囲・α係数，および1回目・2

日目調査の介入前後の教育実習前群・教育実習後群の尺

度得点の平均・標準偏差を表 3 に示す。

(1) 尺度の信頼性に関する検討　 

　いくつかの尺度においてα係数が十分とは言い難かっ

た。しかし，何れかの項目を削除することでα係数が高

くなることはなかったため，サンプル数を考慮し，α係

数が0.5以上であった場合には，既存の尺度に準じた。

　なお，「実行力欠如」については，既存の 3 項目での

構成ではα＝.43とかなり低かったが，2 項目での構成に

することでα＝.61と向上したことから，この構成で使

用することにした。また，「自己コントロールに関する

自己効力感」についても，既存の 3 項目での構成ではα

＝.51であり，2 項目での構成にすることでα＝.58と若

干向上したことから，この構成で使用することにした。

 (2) 背景要因の分析

　家族に学校で仕事をしている人(学校関係家族)の有無

が心理的要因に関連しているかを検討するために，独立

したサンプルのｔ検定を行い，T1abにおける学校関係家

族の有無の各尺度得点の平均得点の比較を行った。その

結果，いずれの項目群においても有意ではなかった。家

族に学校で仕事をしている人がいる学生(15名)もいない

学生(21名)も，自我発達上の危機状態，気分状態，社会

性に関する自己効力感を反映する要因に有意な差は見ら

れなかった。この結果を参考に，引き続きの分析では，

家族に学校で仕事をしている人の有無で対象者を分けず

に，検討を行うこととした。

　また，4 群における男性と女性の数は，同じでなく，

男性が 1 名という群もあることから，男女分けずに全体

で検討を行うこととした。

(3) ベースライン分析

　T1abにおける，群間の差，実施時期の差，群と実施時

期の交互作用によるグループ間の差を検討するために，

二元配置の分散分析を行った。

　その結果，「困難に打ち勝つ自己効力感」で交互作用

が有意であり [F(1,32)=6.38, p=.017]，単純主効果の検定

を実施したところ，実習後の実施では介入群の方が統制

群より有意に低かった。また，統制群では，実習前実施

群の方が実習後実施群より有意に低かった。その他の尺

度においては，交互作用は有意ではなかった。群要因

では，何れの尺度においても，有意ではなかった。実

施時期の要因では，「疲労」で主効果が有意であり[F(1, 

32)=6.60, p=.015]，実習後に実施した群の方が高かった。

その他の尺度は，有意ではなかった。介入群・統制群の

ベースライン分析で，いくつかの尺度得点で実施時期に

よる差がみられたことから，1 回目調査・ 2 回目調査の

比較を，全体，実施時期別に検討した。それぞれ全体・

実習前実施のみ・実習後実施のみを対象として，トライ

アルの差，群間の差，トライアルと群間の交互作用によ

るグループの差を検討するために，二要因の分散分析を

行った。

(4) 介入群・統制群の変化に関する評価分析

　 「同一性拡散」で交互作用が有意であった[F(1,34) = 

6.55, p =.015]。単純主効果の検定を行ったところ，統制

群ではT1abからT2abで有意に増加し，介入群では有意な

変化はなかった。 その他の尺度については，交互作用

は有意ではなかった。

　トライアルの要因では，「抑うつ」[F (1, 34) = 9.07, p 

=.005」で主効果が有意であり，介入群も統制群もT1ab

からT2abで有意に減少した。その他の尺度については，

トライアル要因の主効果は有意ではなかった。

　群要因では，「混乱」[F (1, 34) = 5.11, p =.030]で主効果

が有意であり，T1ab・T2abとも介入群の方が統制群よ

り有意に低かった。「困難に打ち勝つ自己効力感」[F (1, 

34) = 4.66, p =.038]で主効果が有意であり，T1ab・T2abと

も介入群の方が統制群より有意に低かった。その他の尺

度については，群要因の主効果は有意ではなかった。

(5) 実習前に実施した介入群・統制群の変化に関する評

価分析

　 「同一性拡散」で交互作用が有意であった[F(1,19) = 

6.75,p=.018]。単純主効果の検定を行ったところ，統制群

ではT1aからT2aで有意に増加し，介入群では有意な変化

はなかった。 その他の尺度については，交互作用は有

意ではなかった。

　トライアルの要因では，「抑うつ」[F (1, 19) = 7.51, p 

=.013」で主効果が有意であり，介入群も統制群もT1aか

らT2bで有意に減少した。「自己コントロール自己効力

感」[F (1, 19) = 6.54, p =.019」で主効果が有意であり，介

入群も統制群もT1aからT2aで有意に増加した。その他の

尺度については，トライアル要因の主効果は有意ではな
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かった。

　群要因では，いずれの尺度についても，主効果は有意

ではなかった。

(6) 実習後に実施した介入群・統制の変化に関する評価

分析

　 「疲労」で交互作用が有意であった[F (1,13) = 5.56, 

p=.035]。単純主効果の検定を行ったところ，介入群で

はT1bからT2bで有意に低下し，統制群では有意な変化

はなかった。「混乱」で交互作用が有意であった[F (1,13) 

= 4.74,p=.048]。単純主効果の検定を行ったところ，T1b

では有意な差がなかったが，T2bでは，介入群のほうが

統制群より有意に低かった。その他の尺度ついては，交

互作用は有意ではなかった。

　トライアルの要因では，「自己収縮」[F (1, 13) = 5.57, 

p =.035]で主効果が有意であり，介入群も統制群もT1bか

らT2bで有意に減少した。その他の尺度については，ト

ライアル要因の主効果は有意ではなかった。

　群要因では，「活気」[F (1,13) = 5.88, p =.031]で主効果

が有意であり，T1b・T2bとも介入群の方が統制群より

有意に低かった。その他の尺度については，主効果は有

意ではなかった。「困難に打ち勝つ自己効力感」[F (1,13) 

= 19.332, p =.001]で主効果が有意であり，T1bからT2bと

も介入群の方が統制群より有意に低かった。

(7) サポートツールの評価分析　

　分析対象は，実習前の介入群13名，実習後の介入群 9

名，合計22名である（表 4）。

「教員としての生活がイメージできましたか」につい

ては，「そう思う」4名(18.2%)，「ややそう思う」12名

(54.5%)であった。70％程度は，サポートツールを通し

て教員としての生活をイメージすることが可能であっ

た。

　 「教員としてうまくやっていくヒントを見つける

ことができましたか」については，「そう思う」5 名

(22.7%)，「ややそう思う」12名(54.5%)であった。3/4程度

は，サポートツールを通して，教員としてうまくやって

いくヒントをみつけることが可能であった。

表3　各尺度の項目数・得点範囲・α係数，

1回目・2日目調査の介入前後の教育実習前群・教育実習後群の尺度得点の平均・標準偏差
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    「サポートツールがわかりやすかったかどうか」につ

いては，「そう思う」16名（72.7％），「ややそう思う」5 

名(22.7%)で，95％がわかりやすいと回答した。

     「サポートツールが，教員を目指すときに役立つかど

うか」については，否定的な回答はなく，「そう思う」

9 名（40.9%），「ややそう思う」11名（50％）で， 90％が

肯定的に捉えていた。

　感想については，実習前に実施した群と実習後に実施

した群において，サポートツールに対する回答の内容に

おいて違いが見られた。（　）内は，（実習前回答者数/

実習後回答者数）を示す。実習前の介入群の学生は，「生

活のイメージ(7/1)」や「構成の評価(5/1)」といった感想

が主に占めていた。一方，教育実習後の介入群の学生

は，「役立つ(2/3)」や「今後の展望(1/2)」，「要望(1/2)」，「汎

用性(0/2)」の感想が多かった。また，教育実習後の学生

の意見として，「不十分（0/1）」や「無意味（0/1）」のサ

ポートツールに対して満足がいかなかったとの回答もあ

った。

　また，サポートツールの感想としては，「現場の先生

の思いを聞くことができる機会は少ないので参考になり

ました」，「サポートツールにのっているような問題に直

面したとき，解決の手助けになりそうだと思いました」

等，肯定的な意見が見られた。

　肯定的評価，否定的評価，そうでないもので比較を行

ったとき，肯定的評価は29名中22名であった。否定的評

価は 2 名であり，介入群の学生にとって，今回作成した

サポートツールは概ね満足のいくものであったと考えら

れた。

第４節　考察

　介入群・統制群の変化に関する評価分析において，「同

一性拡散」で交互作用があり，統制群ではT1からT2で

有意に増加し，介入群では有意な変化は見られなかっ

た。そのことから，統制群はT1の質問紙を実施してか

らT2の質問紙を再び実施するまでの 2 週間の間に，同一

性拡散が有意に進行したが，介入群において変化は見ら

れず，サポートツールを用いたシングルセッションアプ

ローチは，同一性拡散の予防につながる可能性が示唆さ

れた。この特徴は，実習前に実施した介入群・統制群の

評価分析においても示された。一方，実習後に実施した

介入群・統制群の評価分析では，示されなかった。この

ことから，教育実習による何らかの影響が考えられる。

つまり，対象者である 3 回生のほとんどは，教育実習で

初めて教壇に立つため，「教員になりたいが，本当に教

員としてやっていけるのか」といった不安が，統制群に

対して「同一性拡散」の進行に影響を与えたのではない

かと考えられる。そのため，介入群で有意な増加が見ら

れなかったことは，介入により，「教員になりたいが，

本当に教員としてやっていけるのか」といった悩みの低

減につながった可能性がある。また，実習前に実施した

群では，介入群でも統制群でもT1からT2で，「抑うつ」

が有意に減少し，「自己コントロールに関する自己効力

感」が増加した。一方，実習後の実施では，これらの要

因に有意な変化は見られなかったことから，介入群・統

制群の学生における実習前の共通のイベントが影響した

のではないかと考えられる。T1実施後からT2実施まで

の間で影響を与えうる共通のイベントとして，教育実習

の事前説明会があった。教育実習でどのような 4 週間を

過ごせばいいのかわからない学生達が，事前説明会によ

って，具体的に 4 週間をどのように過ごすのか伝えられ

たことで，抽象的な不安や抑うつが低減され，自己効力

感が高まったのではないかと推察される。

　実習後に実施した介入群・統制群の評価分析におい

て，「疲労」の交互作用が有意であった。また，「混乱」

においても交互作用が有意であった。しかし，実習前に

おいて「疲労」と「混乱」で有意差が見られなかったこ

とから，実習後の学生においてのみ，介入により「疲

労」と「混乱」が低減されたと考えられる。では，なぜ

実習後の学生においてのみ，このような結果が導かれた

のだろうか。教育実習前の学生と教育実習後の学生で

は，不安の在り方が違うのではないかと考えられる。つ

まり，教育実習前の学生は，「自分は教員としてやって

いけるのだろうか」という不安を感じているが，それよ

りも目先の教育実習に対する不安が強く，教育実習後の

学生においては，教育実習を終えたことで，より「教員

としての自分」と向き合えるようになり，教育実習前の

学生よりも「教員としてやっていけるのだろうか」とい

う不安の占める割合が大きいのではないだろうか。その

ため，介入のターゲットとする就職不安の割合を多く持

パンフレットの参加者の評価(％)

思う どちらともいえない 思わない

評価内容 人 ％ 人 ％ 人 ％

1教員としての生活がうまくイメージできた 16 72.7 4 18.2 2 9.1

2 教員としてうまくやっていくヒントをみつけられた 17 77.3 4 18.2 1 4.5

3 パンフレットの内容がわかりやすい 21 95.5 1 4.5 0 0

4 パンフレットは教員を目指す際に役立つ 20 90.9 2 9.1 0 0

注)思うは、「そう思う」・「ややそう思う」を含む。思わないは、「そう思わない」・「思わない」を含む。

表４　サポートツールの評価
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つ教育実習後の学生に提示を行うことで，まとまらなか

った考えがまとまり始め，「ぐったりする」などの疲労

感が低減されたのではないだろうか。

　また，介入群に対して行ったサポートツールの評価に

ついて検討を行った結果，サポートツールに対する回答

は概ね肯定的であり，本研究において作成されたサポー

トツールは，就職不安を抱える大学生に対して，就職を

具体的にイメージできるようなサポートを概ね行い得た

と言える。なおかつ，教員としてうまくやっていけるの

ではという自己効力感を与えうるものであったと評価で

きるのではないかと考えられる。

　また，サポートツールに対する感想を分析した結果，

本研究において作成されたサポートツールは，教員の

「生活のイメージ（8）」をさせるものであり，「役立ち

（5）」，「今後の展望（3）」として自己を見つめなおすこ

とができ，サポートツールの構成に対しても「構成を評

価（6）」できるものであったと考えることができる。し

かし，学校種の違いによるものや，より教員ならではの

情報を求めるような「要望（3）」があり（言い換えると

「汎用性（2）」があるものだということだが），ある学

生においては「不十分（1）」だと感じ，また，ある学生

においては，「教員になる不安はこのようなサポートツ

ールによって解消されるものではなく，自分の能力に対

するものなので，サポートツールや相談によって解消さ

れるものではない」といったサポートツールを読むこと

が「無意味（1）」だったという意見もあった。

５．総合考察

　本研究は，教職を志望している学生の就職不安を低減

することをねらいとして，学生の不安ならびにそれに対

する現職教職員の助言を調査した上で，それを基盤にし

た就職不安を低減するためのサポートツールを作成し，

その効果に関する評価として，教職志望大学生の自我発

達上の危機状態，気分状態，社会性に関する自己効力感

がどのように変化するのかを検討した。その結果，サポ

ートツールを用いたシングルセッションアプローチによ

り実習前の学生の「自我同一性拡散」の予防に影響を与

えうる可能性が見出され，また，実習後の学生において

は，「疲労」「混乱」が有意に低下し，気分状態の向上に

つながる可能性が示唆された。さらに，教育実習の前か

後かの実施時期によらず，全体として，介入により「同

一性拡散」の予防に影響を与えたのではないかと考えら

れた。これらのことから，実習前の学生では後々の就職

に対する不安より，目先の教育実習に対する不安が大き

く，さらに教育実習の時期が刻々と迫っていることもあ

り，統制群において「自我同一性拡散」が有意に高くな

ったのではないだろうか。また，実習後の学生において

は，教育実習を終えたことで，教育実習に対する不安は

なくなり，その分就職不安の割合が大きくなるため，就

職不安に対しての作用が大きくなり，「疲労」と「混乱」

が有意に低減されたのではないかと考えられる。これら

より，本サポートツールを用いた介入をする場合には，

教育実習の影響を考慮した上で，実施する必要があると

考えられる。

　今回，教員としての生活をイメージでき，今後の展望

として役に立ちそうなサポートツールを教職志望の学生

に提示したことによって，介入の有効性が示唆された。

しかし，不安への効果は見られなかった。

　また，今回の介入で得られた変化は，サポートツール

によるものか，それとも20分という理解を基盤にした読

み聞かせによるものかは，明らかではない。若者を対象

に，小冊子をサポートツールとして用いた読み聞かせ等

を含む対面型での抑うつ・スティグマの予防  (42)，パー

トナーからの暴力予防 (43)，役割葛藤と職業選択 (44)等の

介入でも，短期の建設的な変化が報告されている。内容

の詳細や長期効果について検討していく必要はあるが，

このような介入方法は，青年期の若者に起こり得る問題

を予防するきっかけとして意味があると考えられる。

　さらに，今回，介入研究に協力して頂いた学生のサン

プル数が少ないことから，偏った結果が導かれている

可能性もある。特に懸念するのが，「教職志望者」限定

で，有志で研究に協力して頂いたが，それによって教職

に就こうか迷っている学生，つまり就職不安を抱いた学

生が淘汰され，教職に就きたいという気持ちが強い学生

だけを対象にした可能性がある。その淘汰が，サンプル

数が少なくなってしまった原因のひとつであると考えら

れる。また，就職不安について，気分・感情としての不

安の変化を捉えることを試みたが，先行研究同様，直接

的な不安への変化は見られなかった (27)(31)。これまでの介

入研究で用いられていない「就職不安尺度」(45)，「職業

忌避傾向尺度」(45)等の就職不安に特化した尺度を用いれ

ば，介入による学生の変化がより明らかになった可能性

がある。

　また，本研究では介入群に対して，読み聞かせを行っ

ているために，読み聞かせの効果と情報提供の効果を弁

別することができなかった。読み聞かせを用いた介入方

法の効果を明確にするためには，情報提供のみで読み聞

かせのない群を設けることが必要であったと考えられる。

６．今後の課題

　今後は，教職志望大学生の中でも，教職に就こうか迷

っている学生をサンプルの中に含むことができるよう

に，教育実習後の 3 回生または 4 回生の教職志望の学生

が多く集まる場において調査協力を求めることで，より

介入の効果が明らかになってくると考えられる。

　また，教職志望の大学生に限らず，就職を迎える大学
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生においても類似のサポートツールを用いた介入によ

り，建設的な変化が見られる可能性が推測される。なぜ

なら，今回作成したサポートツールの内容は，対人関係

におけるアドバイスを主としたものであり，「教員に限

ったことではない」といった意見が，参加した学生の

17.2％の感想に書かれており，また，40％は汎用性があ

ると感想を述べていた。

　就職に関する問題で，若者の就職率がよく取り上げら

れるが，どうして若者が就職をしたがらないのかを明ら

かにしていくことだけではなく，現在の深刻な状況を打

破できる他の方法も模索していかなければならないと考

えられる。特に職業は，アイデンティティの中でも大き

な要素であるため，香山  (18)の言うように，若者自身の

中にある不安が就職活動から遠ざけていることを認知

し，その不安を取り除くことが必要ではないかと考えら

れる。そのためにも，職に関連している現実的要因と若

者の不安を繋げ，自分の将来像と向き合うことができる

ような介入を探求していく必要がある。
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